
公 示 書 
 

「農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター会議室使用」に関する公示 
 

下記のとおり公示に付する。 
 

記 
 

１．公示に付する事項 

  件名 

    農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター会議室使用 
 

２．目的                                                             

      農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター会議室の有効利用を目的とす

る。 
 

３．応募者の資格 

 （１）独立行政法人（地方独立行政法人含む） 

 （２）農林水産業・食品産業関係の事業を行っている社団法人及び財団法人 

 （３）（１）又は（２）との研究交流に参加する大学、民間企業 

 （４）農林水産業・食品産業に関する研究及び調査等を実施する各種学術学会及びその 

   他これに類する研究会 

  （５）地方公共団体 
 （６）前各号に掲げるもののほか、農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター 
   長が適当と認める者 
 

４．参加要件 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法 
人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、 
理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴 
力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第 
２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規 
定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。 

 （２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者ではない

こと。 

 （３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

者ではないこと。 
 （４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしている者ではないこと。 



  (５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者で

はないこと。 

   (６）暴力団又は暴力団員及び（２）から（５）までに定める者の依頼を受けて公募に参加

しようとする者ではないこと。 
 
５．使用許可期間 
    会議室の使用許可期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの間とす 

る。 
    会議室の使用できる日は、月曜日から金曜日までの日（国民の祝日に関する法律（昭 

和２３年法律第１７８号）に定める祝日及び休日並びに１２月２９日から翌年１月３日 
までの間の日を除く）のみとする。使用時間帯は、平日の８時３０分から１７時１５分 
の間とし、１時間単位での使用許可とする。 

 
６．使用許可対象 

    会議室：９室（筑波産学連携支援センター本館） 1,340.39 ㎡ 

          （129.60 ㎡×1 室、89.28 ㎡×1室、93.60 ㎡×3室、64.80 ㎡×1 室 

           469.91 ㎡×1 室、46.80 ㎡×１室、259.20 ㎡×１室） 

     

７.公募要綱の配布及び日時 

 （１）公募要綱の配布 

    公募要綱の配布は、下記９の問い合わせ先において電子メールにて行う。 

    応募を予定している者は、問い合わせ先に依頼すること。 

 （２）日時：公示日～令和７年１２月２６日（金） 

 

８.公募説明会 

    （１）日 時：令和７年１２月１７日（水） １４時００分 

    （２）場 所：〒３０５－８６０１ 茨城県つくば市観音台二丁目１－９ 

           農林水産省農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター 

           第２会議室（本館２階） 

    （３）その他：当日は、公募要綱及び施設の概要等に関する説明を行う。 

           本説明会に参加する者は（１）の説明会の前日、令和７年１２月１６日 

          （火）１７時００分までに下記、９.問い合わせ先に電話により申し込み 

           を行う。 

           参加者が１者（社）５名を超える場合は会場の都合により、参加人数を 

           制限する場合がある。 

 
９．応募手続 
    （１）応募申込書等 
        公募要綱に記載のとおり。 

   （２）応募申込書等の提出 
     ①提出先 
       下記（３）の問い合わせ先に同じ。 
     ②提出期限 
       令和７年１２月２６日（金）１７時００分までに必着とする。 
     ③提出方法（持参又は郵送） 
       公募要綱に記載のとおり。 

    （３）問い合わせ先 

    〒３０５－８６０１ 茨城県つくば市観音台二丁目１－９ 



    農林水産省農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター管理課（本館２階） 

    担当：管理運営係 荒川 将太（電話：０２９－８３８－７２３１） 

    申込受付時間：行政機関の休日を除く 
          （９時００分～１２時００分、１３時００分～１７時００分） 
    （４）本公示書に記載なき事項は、公募要綱による。  
 

以上、公告する。 
 

   令和７年１１月２５日 
 

             農林水産省農林水産技術会議事務局 

              筑波産学連携支援センター長 田雑 征治 
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